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1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和４年（2022年）度に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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財源
内訳

政策形成能力の向上 庁内横断型プロジェク
トの実施や、政策形成
支援、官民連携等へ
のアドバイスを実施し
た。

・庁内横断型プロジェ
クトの実施数
・政策形成支援の件数
・勉強会や研修の実施
数

300%

一般事務経費 ・消耗品費
・会場使用料

－
-

- - -

145 171 158

評価対象事業

政策研究事業

・政策形成に必要な多様の調査研究等を行い、課題解決に必要な提案及び助言を庁内へ向けて行った。
・鎌倉リビングラボを活用し、市全体としての長寿社会のまちづくりに活用されるよう研究を行った。
・官民連携では、新たに１つの企業と協定を締結し、市の課題解決に資する多様な取組を実施した。
・FabCity推進のために、Fabの可能性を知る・体験する・考えるをテーマにセミナーを実施するなど、様々な取組を実施し
た。

枝
番
号

事務事業
実施した主な事業

（主な経費等）
指標（単位） 達成度

中長期的に必要な解
決すべき課題の調査
研究

長寿社会のまちづくり
や共創関係の構築を
推進するための調査
研究など

研究テーマ数

250%

官民連携の推進 新規に１件の協定締
結、そのほか、企業、
大学等と連携した取組
11例の実施等

企業と連携した課題解
決に資する取組の件
数 366.67%

Fab Cityの推進 ファブラボ鎌倉やＳＦＣ
研究所等と連携など

Fab City推進に関する
取組の件数 200%

一般財源 1938 2672 3,732

事業費の合計　（千円） 1,938 2,672 3,732

人件費　（千円） 23,438 20,133

国県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

495 500 1,606

18 6 6

0 0 0

11 3 3

0 0 0

4 2 3

指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

5 2 4

1,298 2,001 1,968

総合計画上
の位置付け 分野 行財政運営 施策の方針 行財政運営

市民等

地方自治法の本旨に即し、地域における総合的かつ計画的な行政運営を図るため。

基本構想に掲げた将来都市像「古都としての風格を保ちながら、生きる喜びと新しい魅力を創造するまち」の実現

令和４年度 令和５年度

令和５年（2023年）度行政評価シート【個表】
評価者 政策創造課担当課長 安冨　誠人

共生-06 自治事務 主管課 政策創造課

法定受託事務 関連課



4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

5 評価結果

(１) 最小事業評価
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(２) 視点別評価
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引き続き、庁内関係課と連携を図りな
がら目標を達成できるように推進して
いく。

一般事務経費 消耗品等の事務経費のため成
果指標は設定していない。

- -

0

政策形成能力の向上 新たな生活様式の定着など社会
情勢の変化により、社会課題な
ど行政に直面する課題が複雑化
していること、また、このような背
景の中で、企業や大学、地域住
民などのステークホルダーの動
きが活発化し、市として取り組む
べき課題の抽出が進んだことか
ら、設定した目標を上回る成果
を達成することができた。

市政全体で、持続可能かつ市民
生活の向上に資する質の高い
政策形成能力の底上げに寄与
した。

枝
番
号

事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点

会計年度任用職員 0.5 0.5 0.5 0.5

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

中長期的に必要な解
決すべき課題の調査
研究

新たな生活様式の定着など社会
情勢の変化により、社会課題な
ど行政に直面する課題が複雑化
していること、また、このような背
景の中で、企業や大学、地域住
民などのステークホルダーの動
きが活発化し、市として取り組む
べき課題の抽出が進んだことか
ら、設定した目標を上回る成果
を達成することができた。

人口動向などの基礎データ抽出
の研究をはじめ、住民の真の
ニーズを引き出し、政策を形成
する手法の研究を実施するな
ど、持続的な都市経営に資する
取組を推進した。

市の抱える課題の把握、また社会情
勢の変化などによる新たな課題の掘
り起こしに努め、次期総合計画の策定
に向け、中長期的視点から課題解決
に資する研究及び取組を推進していく
必要がある。

官民連携の推進 新たな生活様式の定着など社会
情勢の変化により、社会課題な
ど行政に直面する課題が複雑化
していること、また、このような背
景の中で、企業や大学、地域住
民などのステークホルダーの動
きが活発化し、市として取り組む
べき課題の抽出が進んだことか
ら、設定した目標を上回る成果
を達成することができた。

少子高齢化による税収の減少に
伴い、市民生活の向上を図る
サービスを実現するには行政の
取組だけでは限界がある中、多
様なステークホルダーと共創の
関係を築くことで、中長期的な視
点から必要となる社会課題解決
に資する取組が実施できた。

様々なステークホルダーとの連携にあ
たっては、行政課題に対して効果的な
取組とするために、優先順位を意識し
ながら進めていく必要があり、また、
様々な部署で実施されている連携に
ついて、より効率的かつ効果的な、官
民連携の在り方について検討していく
必要がある。

Fab Cityの推進 新たな生活様式の定着や人口
減少などの社会情勢の変化によ
り、社会課題など行政に直面す
る課題が複雑化していること、ま
たこのような背景の中で、企業
や大学、地域住民などのステー
クホルダーの動きが活発化して
いることから、市として取り組む
べき課題の抽出が進み、設定し
た目標を上回る成果を達成する
ことができた。

少子高齢化による税収の減少に
伴い、市民生活の向上を図る
サービスを実現するには行政の
取組だけでは限界がある中、多
様なステークホルダーと共創の
関係を築くことで、中長期的な視
点から必要となる社会課題解決
に資する取組が実施できた。

Fab Cityを推進するために、まずは
Fabの可能性を知る機会の創出に取り
組んでいく必要がある。また、ものづく
りを通じた地域課題解決に資する人
材（Fab Citizen）を育成していくと同時
に、Fab Citizenが活躍できる場づくり
に取り組んでいく必要がある。

令和６年度 令和７年度

正規職員等 4.5 3.5 3.0 2.5



(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

□ □ ■ □ □

効率性

妥当性

協働 市民等と協働して事業を展開しているか ○.協働実施済

公平性 受益者負担は公正・公平か △.負担未導入 △-3　受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない

○-1　市民等と協働して事業を実施しているが、協働のあり方等の見直しが必要な事業がある

協働実施済の場合のパートナー

今泉台町内会、玉縄台自治会、大平山丸山町内会、東京
大学高齢社会総合研究機構、ＮＰＯ法人タウンサポート鎌
倉今泉台、NPO法人ミラツク、横浜市立大学、ＬＩＮＥ㈱、ソ
フトバンク㈱、㈱ボイスタート、(一社)セーフティネットリン
ケージ、㈱NEC、㈱メルカリ・メルペイ、㈱ドリームインキュ
ベータ、一般社団法人官民共創未来コンソーシアム、
Mega Mouse合同会社、日本郵便㈱、(一社)Code For
Japan、富士通㈱、㈱サイボウズ、NPO法人マドレボニー
タ、電通アイソバー㈱、トランスバンク㈱、㈱電算、㈱アイ
ネット、エクサウィザーズ㈱、NPO法人minamo、ファブラボ
鎌倉、慶應義塾大学SFC研究所、㈱ドリームインキュベー
タ、NTTコミュニケーションズ㈱、TXP Medical㈱、ピジョン
㈱、㈱DeNA、神奈川大学 等

事業費の削減余地はないか 2　事業費の削減が検討できる事業がある

・複雑化、多様化する行政課題の解決に向けて、様々なステークホルダーとの共創関係を構築していく必要があることから、引き続き官民連携な
どの共創の取組を推進する。なお、共創の取組のうち、Fab Cityの推進においては、テクノロジーを活用したものづくり「Fab」の活用可能性の周
知、また、地域におけるFabの活用実証を進め、市民がFabを知る・体験する・考えることのできる機会の創出を通じて、地域課題の解決に資する
人材（Fab Citizen）を育成、Fab Citizenの活動の場づくりを進めることで、地域の課題を地域で解決できるまちの実現を目指す。
・次期総合計画の策定に向けた、人口推計等基礎データの抽出に係る研究など、中長期的視点から持続的な都市経営に資する調査研究を引き
続き推進していくとともに、調査及び研究等から得られたノウハウや知見が政策創造課のみに留まることなく、各課の業務に活用されるよう、庁内
における横断的な研究体制を推進する。

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 2　外部化に向けて検討できる事業がある

関連・類似する事業の統合はできないか 2　統合に向けて検討できる事業がある

各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 3　民間によるサービスで代替できる事業はない

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である



【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

他市実績

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

政策研究は、各自治体が取り組んでいる事業ではあるが、課題や注力すべき施策が自治体ごとに異なるため、数値を
用いて単純比較できないものと考える。

団体名 鎌倉市

達成率   

比較事項

目標値

実績値

達成率

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

指標（単位） 単位

目標値

実績値

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

指標（単位） 単位


